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本調査の目的は、2009 年および 2011 年の児童家庭支援センター設置運営要綱の改正でもたらされ
た変更点を踏まえつつ、①ケース対応における専門性についての市区町村との棲み分け、②市区町村
の求めに応じて行う技術的助言および必要な援助の内容、③児童相談所からの受託による指導の内
容、④里親等への支援の内容、⑤要保護児童対策地域協議会への関与の状況、の５点について全国の
児童家庭支援センターの活動の実態を明らかにし、今後の研究の方向性を探ることである。
調査の結果、全国の児童家庭支援センターでは、設置運営要綱改正の内容に沿った活動が全ての児
童家庭支援センターで十分に実施されているとは言えない現状が明らかになった。
児童家庭支援センターの今後の課題としては、改正された設置運営要綱に沿いながら、まず市区町
村との役割分担を再確認し、里親等への支援を旺盛に展開し、要保護児童対策地域協議会へ関与しな
がら在宅の要支援および要保護の子どもと家庭を確実に支援することであろう。
本調査結果から得られた知見を踏まえながら、さらに今後の研究を進めたい。
キーワード：児童家庭支援センター、設置運営要綱、市町村支援、こども家庭福祉の専門性、要保護児童対
策地域協議会
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Ⅰ　研究の背景と先行研究
１  児童家庭支援センターの創設
児童家庭支援センターは、1996 年に、少子
化社会にふさわしい児童自立支援システムを検
討してきた中央児童福祉審議会の基本問題部会
による中間報告書において、こども家庭支援セ
ンター（仮称）としてその整備がはじめて提起
された。この中間報告の中で、児童相談所は、
高度な専門性を要するケースや児童の権利侵害
性の著しいケースの対応などに重点を置くが、
全国 175 ケ所の児童相談所では地域ネットワー
クの裾野を拡げることには限界があるので、よ
り地域に密着した迅速かつきめ細かな相談を行
う相談機関として、こども家庭支援センターが
位置づけられ、関係機関や民間団体等との連携
を強化して、問題の早期発見・対応にあたる体
制を充実すべきであると述べられた。
この中間報告の後に、1997 年児童福祉法が
改正され、こども家庭支援センターは児童家庭
支援センターという正式名称となり、児童福祉
施設へ附置されるかたちで創設された。その時
の設置運営要綱に示された具体的機能として
は、①地域家庭からの各般の問題についての相
談に応ずる、②児童相談所からの受託による指
導を行う、③関係機関との連携調整を行う、の
３つであった。
２　2004 年の児童福祉法改正による子ども
家庭支援体制の転換
その後、2000 年の児童虐待防止法の施行後
も深刻な児童虐待事例が依然として頻発してい
る状況を踏まえ、2004 年に児童虐待防止法及
び児童福祉法の大幅な改正が行われた。具体的
には、国及び地方公共団体の責務等の強化、児
童虐待の通告義務の範囲の拡大、児童家庭相談
に関する体制の充実、などにより児童虐待防止
対策をはじめとする要保護児童対策の充実・強
化を図ろうとするものであった。
その中で、特に重要だったのは、子どもと家
庭からの相談については、一義的に市町村が応
ずるように位置付けられたことであった。まず、
市町村がその相談に応じ、より専門的な知識及
び技術や各種判定を必要とする場合には、児
童相談所の援助等を求めるとされた。これは、
1947 年の児童福祉法の成立以来確立されてき
た、子どもと家庭への支援体制の 57 年ぶりの
大改正であった。
子どもと家庭への相談が地域に密着した市町
村で行う体制になったことは、相談者には大き
な利点であった。しかし、市町村にとっては、
子どもと家庭への支援に関する業務を行うこと
は、特に専門性の確保や体制整備において大き
な課題を抱えることとなった。
３　設置運営要綱改正による４つの変更点
こうしたなか、2009 年３月に児童家庭支援
センター設置運営要綱（以後、「2009 年要綱」
とする）が改正された。主な点は３点あり、１
点目はそれまで児童家庭支援センターが扱う相
談は「地域家庭からの各般の問題」とされてき
たものが、相談のうち「専門的な知識及び技術
を必要とする」ものへと変更された点であった。
２点目は、市町村からの求めに応じ、技術的助
言その他必要な援助を行うとされ、児童相談所
とともに最前線に立つ市町村への支援を行う機
関としての位置付けが明確になった。さらに、
３点目としては、施設への附置条件が撤廃され
た。
以上の変更は、いずれも 2004 年の児童福祉
法の改正による市町村を中心とする新たな支援
体制の仕組みに対応するものであった。また、
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2011 年３月に厚生労働省から里親ガイドライ
ンが発出されるに伴い、里親及びファミリー
ホームへの支援が児童家庭支援センターの業務
に付け加えられたことが、４点目の変更点で
あった。
４　児童家庭支援センターの実態調査に関する
先行研究
児童家庭支援センターの先行研究の中で、実
態調査に関するものは、いずれも設置運営要綱
改正以前のものであった。まず、才村（2001）が、
全国の児童家庭支援センターおよび都道府県・
指定都市の児童福祉主管課を対象にアンケート
調査を実施しており、今後の主な課題として、
①相談支援体系の再構築と制度的位置付けの明
確化、②附置施設の弾力化、③人員体制、運営
費の拡充、の３点を示した。続いて、全国の児
童家庭支援センターの５年間の経緯を調査した
瀧口（2003）も、地域の児童相談機関としての
位置づけや役割が明確でないこと、児童福祉施
設への附置に関する問題等をあげ、センターの
設置主体やセンターの条件整備における課題を
示した。さらに、伊藤（2006）の行った実態調
査では、①センターの設置数と偏在、②財政基
盤の確立、③運営上の問題、④センター職員の
専門性の向上、の４つの問題と課題が挙げられ
た。また、児童家庭支援センター協議会の特別
研究委員会による「児童家庭支援センターの
機能強化に関する調査（2007 年実施）」（2010）
の結果では、４つの共通基本機能（相談援助機
能、福祉的支援機能、心理的支援機能、連絡調
整機能）を挙げ、相談援助機能と心理的支援機
能については４割以上のセンターが「充実して
いる」と評価していたが、福祉的支援機能と連
絡調整機能は２割代にとどまっていた。
これらの調査は、いずれも児童家庭支援セン
ターの実態の把握を通して、その問題と課題を
述べており、共通するものとしては、児童家庭
支援センターの制度的位置付けや人員体制を初
めとする運営上の問題があった。
以上から、設置運営要綱の改正があった
2009 年以降に、その変更点に焦点を当てた児
童家庭支援センターの実態調査は行われていな
いことが明らかになった。
Ⅱ　本調査の目的
2009 年と 2011 年の児童家庭支援センター設
置運営要綱の改正でもたらされた変更点に焦点
を当て、全国の児童家庭支援センターの活動に
ついて下記の５点に関する実態を明らかにし、
今後の研究の方向性を探ることである。
（1）ケース対応における専門性についての市町
村との棲み分け
（2）市町村の求めに応じて行う技術的助言およ
び必要な援助の内容
（3）児童相談所からの受託による指導
（4）里親等への支援の内容
（5）要保護児童対策地域協議会への関与の状況
Ⅲ　研究方法
１　調査方法と対象　
調査期間は2013年8月から9月末までの2ヶ
月間とし、対象は 2012 年度に設置されていた
全国 91 ヵ所の児童家庭支援センターであった。
調査方法は、設置運営要綱にそった質問紙調査
票を作成し返信用封筒と共に郵送した。
２　倫理的配慮
本研究は、聖隷クリストファー大学の倫理委
員会の承認を得て行った。調査対象機関に対し
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て、本調査の趣旨とともに機関や個人を特定す
ることなく結果の処理を行うことを明記し、同
意の上での回答を求めた。
Ⅳ　結果　
質問紙調査票への回答は、79 ヵ所の児童家
庭支援センター（以後、「Ⅲ　結果」において
は「センター」とする）からあり、回収率は
86.8％であった。
１　児童相談所と市町村との役割分担
市町村と児童家庭支援センターおよび児童相
談所の３機関の相談ケースの専門性における役
割分担がどのように意識されているのかについ
て、４つのパターンの説明（表１）とイメージ
図を示し（注１）、あてはまるものを聞いた。
結果は、パターン③を選択した児童家庭支援
センターが最も多く、50.6％だった。次はパター
ン①が 27.3％、パターン②が 13.0％、パターン
④が 9.1％であった（表 2）。
　
２　市町村の求めに応ずる事業の内容
市町村の求めに応ずる事業を行っているの
は、50 センター（63.3％）であった。
事業名と対象者から福祉・保健領域と教育領
域に分けた（表 3）。
その結果を見ると、全体の 120 事業の中で最
も多かったのは、保護者を対象とした子育て相
表 1　役割分担のパターンの説明
表 2　児童相談所、市町村との役割分担
表 3　市町村の求めに応ずる事業（複数回答）
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談会や巡回相談など相談事業への支援で、27
事業であった。次に親支援プログラムや子育て
セミナーなど主に保護者を対象とした保護者へ
の直接支援が 20 事業であった。また保育士や
放課後児童指導員などを対象として相談・研修
を行う支援者への支援も 11 事業であった。
子育て短期支援事業や地域子育て支援拠点事
業など市町村が行う子育て支援事業の受託が
16 事業、乳幼児健診への技術提供も 16 事業、
それぞれ挙げられていた。
３　児童相談所からの受託による指導
児童相談所からの指導委託の有無を聞いたと
ころ、受託しているセンターは、56 ヵ所（70.9％）
であった。受託ケースの種別では、37 ヵ所の
児童家庭支援センターがあげた養護（虐待除く）
相談と 33 ヵ所があげた虐待相談が多かった
（表５）。
…
受託したケースの
相談種別
センター数
①養護（②を除く） 37
②虐待 33
④障害 ４
⑤非行 ５
⑥育成 ７
⑧ DV １
⑨その他 ３
４　里親等への支援
里親への支援の実施状況とその内容を聞い
た。里親等への支援を行うセンターは 42 ヵ所
（53.2％）であった。
支援事業の名称と内容から表４のように整理
し、センター数を示した。支援の内容をみると、
里親サロン参加が 21 ヵ所と最も多く、続いて
養育等相談支援が 14 ヵ所、研修では、認定前
研修等が９ヵ所、コモンセンス・ペアレンティ
ング（CSP）等の養育支援講座が７ヵ所であっ
た。その他として、里親会事務局を担っている
表４  里親等への支援の内容（複数回答可）
表 5  指導委託ケースの相談種別
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センターが４ヵ所あった。
５　要保護児童対策地域協議会への参加
要保護児童対策地域協議会の三層構造の会議
（代表者会議、実務者会議、個別ケース検討会議）
への参加状況を聞いた。
（1）代表者会議への参加
代表者会議へは、67 ヵ所（84.8％）のセン
ターが参加していた。参加している市町村数
は、１市町村が 44.8％と最も多く、2市町村と
合わせると 71.7％であった（表 6）。年間参加
回数は、１回が 22 ヵ所、2 回が 19 ヵ所、3 回
が 11 ヵ所であり、1 回から 3 回を合計すると
52 ヵ所で 78.8％であった（図 1）。
（2）実務者会議への参加
実務者会議は、58…ヵ所（73.4％）のセンターが
参加していた。参加している市町村数は、１市
町村が 48.3％と最も多く、2市町村の 25.9％を
合わせると 74.2％だった（表７）。年間参加回数
は、1回から48回までばらつきがあった（図２）。
（3）個別ケース検討会議への参加
個別ケース検討会議へは、57 ヵ所（72.2％）
のセンターが参加していた。また、参加してい
る市町村数は、１市町村が 49.1％と最も多く、
2市町村の 22.8％と合わせると 71.9％であった
（表８）。年間の参加延べ回数は 1回から 160 回
までと大きなばらつきが見られた。年間 6回ま
でで 27 ヵ所（47.4%）とほぼ半数だった（図 3）。
表 6　代表者会議への参加市町村数　　
図 1　代表者会議への年間参加回数
表 7　実務者会議の参加市町村数　　
図 2　実務者会議への年間参加回数
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（4）３つの全ての会議への参加状況
図４は、各市町村の三層構造の会議への参加
状況を追ったものである。要保護児童対策地
域協議会へ参加している 78 ヵ所のうち代表者
会議への参加は 67 ヵ所で、そのうち実務者会
議へも参加しているのは 53 ヵ所であった。さ
表 8　個別ケース会議の参加市町村数　　
図 3　個別ケース会議への年間参加回数
図４　三層構造への参加状況
Ⅴ　考察および今後の課題
１　子ども家庭相談で扱うケースの市町村との
役割分担
「はじめに」で述べたように、2004 年の児童
福祉法の改正を基に改められた 2009 年要綱に
よって、児童家庭支援センターは専門的な知識
及び技術を要する相談に応じ、市町村へ必要な
助言を行うとされた。こうしたことから、ケー
ス支援における専門性という点に焦点を当て、
児童相談所と市町村との棲み分けを、４種類の
イメージで聞いた。
結果では、３機関のうち児童相談所が専門性
を最も必要とするケースを扱う、という点につ
いては、全体の 90. 9％のセンターが一致して
いた。しかし、児童家庭支援センターの位置付
けは、全国において一致したものではなかった。
2009 年要綱に従えば、児童相談所、児童家庭
らに、その 53 ヵ所のうち個別ケース検討会へ
も参加しているセンターは、40 ヵ所であった。
つまり、三層構造の会議の全てに参加している
センターは、40 ヵ所とほぼ半数であることが
分かった。
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支援センター、市町村の順で専門性を必要とす
るケースへの対応を行うイメージが、最も当て
はまるのではないかと考えた。
しかし、実際には、そうしたイメージを持つ
児童家庭支援センターは、全国の約 4分の 1で
あり、約半数では市町村と同じ程度の専門性を
必要とするケースへ対応すると受けとめられて
いた。また、市町村の方が児童家庭支援セン
ターよりも専門性を必要とするケースへの対
応を行うとイメージするところは１割強あり、
さらに、ケースにおける専門性について３機関
の棲み分けという視点を特に意識しないセン
ターも数ヵ所あった。
言うまでもないが、子ども家庭相談における
階層性をもった役割分担という視点は、問題へ
の早期発見や早期支援等を可能にし、それぞれ
の機関がもつ特性や専門性によって連携し、適
切な支援を実現するために必要不可欠と考え
る。児童相談所や市町村に独自の権限や事業お
よび専門性があるように、児童家庭支援セン
ターが役立つことができるケースが存在するは
ずである。図５に示すように、児童家庭支援セ
ンターの主な対象は、児童相談所と市町村が対
象とする要保護および要支援児童とその家庭の
両方へまたがっており、親子分離に至らない段
階での支援や家庭復帰後の支援を含んでいる。
そうした子どもと家庭を確実に把握しながら、
支援技術やソーシャルワークの専門性を高めて
いくことこそ、今後さらに児童家庭支援セン
ターが目指すべき方向性だと考える。
図 5　社会的養護における地域支援の体制（2011 年 7 月　社会保障審議会児童部会とりまとめ「社会
的養護の課題と将来像」から改編）
２　市町村の求めに応じた技術的援助について
今回の調査では、6割を超えるセンターが市
町村の求めに応ずる事業を実施していたが、ま
だ未実施であるセンターが 4割近くあった。子
ども家庭相談を一義的に受けるようになった市
町村を支援していくことが、2009 年要綱の重
要な改正点であったことからすると、今以上に
市町村へ技術的援助を展開する必要があるだろ
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う。何故なら、人事体制の脆弱さや専門性の面
から、子ども家庭相談において様々な困難を抱
えているのが市町村の現状と考えるからである
（藤田，2010；才村，2013）。市町村に対し必要
な援助を展開できるよう、児童家庭支援セン
ターはその役割を意識し、専門性を向上させて
いくことが求められる。
次に、市町村の求めに応ずる技術的援助とし
ては、実際にどのようなものが行われているの
であろうか。全国の児童家庭支援センターが市
町村からの求めに応じて行う事業は、子育て短
期支援事業から乳幼児健診への心理士派遣や教
育委員会のいじめ電話相談等まで大変多岐にわ
たっていた。地域における諸々のニーズに応え
ていくことは重要であり、児童家庭支援セン
ターをアピールしその存在感を高めていくこと
へ繋がっていくことは確かであろう。
しかし、それぞれの機関には固有の機能と役
割があり限界等を有していることから、今後、
児童家庭支援センターは、どういう面から何を
市町村への技術的支援として行うことが適切
か、議論が必要と考える。あるいは、既に先進
的と思われる取り組みを行っている児童家庭支
援センターの活動を相互に学びあい、全体で共
有化していくことが課題ではないだろうか。
以上から、市町村から求められるままに事業
を展開するだけでなく、設置運営要綱に照らし
合わせながら、児童家庭支援センターが取り組
むべきこと、あるいは児童家庭支援センターで
なければできない、在宅の要支援および要保護
の子どもや家庭を対象とするソーシャルワーク
を事業の中核とすべきと考える。
３　児童相談所からの受託による指導
児童相談所からの指導委託を受けることは、
児童家庭支援センターの創設以来の事業である
が、約３割の児童家庭支援センターでは受託
ケースがなかった。
未受託の児童家庭支援センターをなくすため
には、児童相談所へ積極的な働きかけや連携の
強化を図ることは言うまでもない。さらに、受
託が進まない要因等について現状を分析するこ
とが今後の課題と考える。
４　里親等への支援
2011 年に設置運営要綱が改正され、里親及
びファミリーホームへの支援が児童家庭支援セ
ンターの業務として付け加えられたが、児童家
庭支援センターの実績報告書に里親支援の項目
がないため、各センターの取り組み状況が明ら
かではなかった。そこで、今回の調査で里親等
への支援について取り組みの状況と内容を聞い
た。
その結果、里親等への支援に取り組んでい
る児童家庭支援センターは、42 ヵ所に止まり、
35ヵ所では未着手であった。未着手のセンター
が挙げた理由としては、職員体制の問題、本体
施設の里親支援専門相談員との役割分担の問
題、児童相談所から里親情報がもらえない、里
親からの相談がない、児童相談所から支援を求
められない、などであった。里親会行事への参
加や相談の掘り起しに徹しながら、児童相談所
との連携を積極的に仕掛けていくようなソー
シャルワークに期待したい。
次に、…支援を実施しているセンターの取り組
み内容をみると、里親サロンへの参加が最も多
く、里親や里子との交流に力点が置かれている
ことがわかる。まずは、里親や里子との関係を
築きつつ、個別の養育相談支援等に取り組んで
いくことが、今後も必要であることが分かった。
ところで、里親ガイドラインでは里親支援
機関として、里親会、児童家庭支援センター、
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里親支援専門相談員を置く施設、公益法人や
NPOなどを規定している。里親支援機関とし
て児童家庭支援センターは、措置権を持つ児童
相談所とは異なるものの、専門的知識及び技術
を持つ相談機関としての役割を果たす必要があ
る。他の機関にはない児童家庭支援センター独
自の里親支援の在り方について、今後議論を深
めることが課題であろう。
５　要保護児童対策地域協議会への支援
2004 年の児童福祉法の改正で創設された要
保護児童対策地域協議会は、地域における支援
と連携の基本組織である。要保護児童対策地域
協議会の三層構造の会議（代表者会議、実務者
会議、個別ケース検討会議）への児童家庭支援
センターの参加状況が今回の調査ではじめて明
らかになった。
結果に見るように、代表者会議をはじめとす
るそれぞれの会議への参加状況は、いずれも
70％を上回り、児童家庭支援センターは高い割
合で要保護児童対策地域協議会へ関与していた。
しかし、図４に見るとおり三層構造の全て
の会議に参加できているのは 40 ヵ所（50.6％）
にとどまっており、さらに、個別ケース検討会
議の参加状況をみると、年間 12 回以上（概ね
月 1回以上）参加しているセンターは 17 ヵ所
に過ぎなかった。
児童家庭支援センターには、相談のうち専門
的知識及び技術を必要とするものへの対応が求
められている。そうしたケースは、地域支援の
基本組織である要保護児童対策地域協議会に集
められている。それ故、児童家庭支援センター
は、三層構造の会議全てへの参加を目指すとと
もに、なかでも個別ケース検討会議への参加を
もっと積極的に展開すべきであろう。
今後は、全国の児童家庭支援センターの年間
13 万件を超える相談ケースと、要保護児童対
策地域協議会の管理ケースとの関係を明らかに
することが必要だと考える。
おわりに
全国の児童家庭支援センターへ実態調査を
行ったところ、2009 年および 2011 年に改正さ
れた設置運営要綱の内容が、全ての児童家庭支
援センターの活動へ浸透し共有化されていると
は言いがたい現状が明らかになった。
児童家庭支援センターの今後の課題として
は、設置運営要綱の改正点に沿いながら、まず
市町村との役割分担を再確認し、里親等への支
援を旺盛に展開し、要保護児童対策地域協議会
へ関与しながら在宅の要支援および要保護の子
どもと家庭を確実に支援することであろう。
本調査結果から得られた知見を踏まえなが
ら、さらに今後の研究を進めたい。
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【注】
（1）質問紙へ記したパターン①から④のイメー
ジ図を下記へ示す。
（2）２ヵ所のセンターは「該当するパターンが
ない」と回答した。
（3）１ヵ所のセンターは「代表者会議が開催さ
れなかった」と回答した。
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